第１号様式（第４条関係）　　　　　　　　　
番　　　　　号
年　　月　　日
国 土 交 通 大 臣　殿
　　　申請者　　住　　所　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　氏名及び名称　　　　　　　　　　　印
自動車事故対策費補助金交付申請書
　平成2４年度自動車事故対策費補助金の交付を受けたいので、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第５条の規定に基づき、別紙関係書類を添えて申請します。
1.　補助対象事業の種別　自動車運送事業の安全・円滑化等総合対策事業
2.　補助対象事業の内容
別紙1平成24年度自動車運送事業の安全・円滑化等総合対策事業計画書の通り
3.　補助対象経費　　　　　　金              円
内訳は別紙2平成24年度自動車運送事業の安全・円滑化等総合対策事業経費所要額等調書のとおり
4.　補助金交付申請額　　　　金              円
5.　添付書類
・安全マネジメントに関する指針：別紙3　
・申請者(リース事業者が申請者の場合は申請対象機器の貸渡し先の運送事業者)が中小企業基本法第２条第１項第１号に掲げる中小企業者であることを証する書類：別紙4
・申請者が同一事業について他の国の補助金を受けていないことを証する書類：別紙5
・申請者情報、振込先情報を記載した書類：別紙6
・補助対象経費の基礎となる見積書：別紙7
・補助対象経費の基礎となる仕様書：別紙8
（※申請者がリース事業者の場合に限り提出するもの）
・貸与料金の算定根拠明細書別紙9
・当初のリース契約期間が5年に満たない場合は、契約満了後も取得より5年を超えるまでの間自動車運送事業者へ当該補助対象機器を貸渡すことが見込まれる書類別紙10
（日本工業規格　Ａ列４番）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                                
実施要領の別紙7 
 別 紙 １ 平成24年度 自動車運送事業の安全・円滑化等総合対策事業計画書                                                                                                         
１．補助申請に係る事業の名称                                                             
２．補助対象経費の区分                                                                   
    　事故防止対策支援推進事業（運行管理の高度化に対する支援）                                                                                               
３．補助申請に係る事業の内容                                                             
車載器
	営業所
	取付ける車両(計　台)
	業態
	導入する機器(計　台)
	型式名

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


事業所用機器
	営業所
	事業所用機器名
	導入台数

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


（注）導入車両数が多い場合は、別の紙に記載してもよい。
４．補助事業の着手（予定）期日及び完了予定期日、その他事業の遂行に関する計画             
事業実施予定表                                                                  
	
	前年度まで
	補 　助 　年   度
	翌年度以降
	       

	
	
	4～6月
	7～9月
	10～12月
	1～3月
	
	

	
	 
	
	
	
	
	
	


実施要領の別紙8  
別 紙 ２ 平成24年度 自動車運送事業の安全・円滑化等総合対策事業経費所要額等調書         
1． 補助対象経費の配分及び使用方法
単位：円
	経　費　名
	経費配分額
	経　費　使　用　明　細　書

	
	
	機　器　名
	台数
	単　価

	
	
	
	
	


　　※経費使用明細書の根拠となる見積書、仕様書は別途添付資料の「補助対象経費の算出の基礎となる見積書」「　同　仕様書」を参照。
2． 収入等予定額明細表
　　　　　　　　単位：円
	負　担　区　分
	金　額
	備　考

	①
	国庫補助金申請額
	
	

	②
	①③以外の者の負担額
	
	

	③
	補助事業者の負担額
	
	

	
	合計(＝補助対象経費配分額合計)
	
	


３．交付を受けようとする補助金の額の算出基礎 

　
　　　　　　運輸安全マネジメントに関する取り組み
平成24年　　　月　　　日
事業者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　
安全マネジメントに関する基本的な方針
●
●
●
●
輸送の安全に関する目標
●
●
●
●
輸送の安全に関する行動計画
●
●
●
●
　別紙5　
事故防止対策支援推進事業(運行管理の高度化に対する支援に限る。)の交付を受けようとする者が同一事業において、他の国の補助金（国が特殊法人等を通じて交付する補助金を含む。以下同じ。）を受けていないこと及び当該補助金の交付を受ける場合には、他の国の補助金を受けないことを証する書類
国　土　交　通　大　臣　殿
宣　　誓　　書
当社は、平成24年度事故防止対策支援推進事業（運行管理の高度化に対する支援に限る）において、他の国の補助金（特殊法人を通じての交付を含む）を受けません。
以上のとおり相違ないことを宣誓いたします。
平成　　年　　月　　日
住　　所　
事業者名　
代 表 者　　　　　　　　　　　　　　
　別紙6　
（平成24年度）自動車事故対策費補助金交付申請書その他参考となる書類
申請者：                   
1． 住所及び連絡先
1 担当者名　　　　　　：
2 連絡先住所　　　　　：
3 連絡先電話番号　　　：
4 連絡先ＦＡＸ　　　　：
5 連絡先メールアドレス：
2． 補助金の振込み先
（ふりがな）
2 口座住所　　　　　：
②振込先金融機関 　：
③預金種別　　　　　　：
④口座番号　　　　　　：
⑤口座名義
  :

 別紙10 
補助金の交付を受けようとする者がリース事業者であって、当初のリース契約期間が５年に満たない場合にあって、その契約期間満了後も取得より５年を超えるまでの間自動車運送事業者へ当該補助対象となる機器を貸渡すことが確実に見込まれることを証する書類
国　土　交　通　大　臣　殿
宣　　誓　　書
　株式会社○○リース（以下、「甲」という。）と、株式会社××運送（以下、「乙」という。）は、事故防止対策支援推進事業の補助対象となる機器を、当初のリース契約満了後においても、取得より５年を超えるまでの間、引き続きリース契約を締結します。
以上のとおり相違ないことを宣誓いたします。
平成　　年　　月　　日
住所
甲　　会社名　株式会社○○リース
代表取締役　　　　　　　印
住所
乙　　会社名　株式会社××運送
代表取締役　　　　　　　印
別紙3
















































